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 資料５－１  

 

平成１７年度第２四半期の再資源化預託金等の運用成果及び資産構成の評価 

 

１．平成１７年度第２四半期再資源化預託金等収支実績（現金受渡ベース） 

                                              （単位：億円） 

    実績(a) 計画(b) (a)-(b) 

新車購入時預託 154 152 2

継続検査時等預託 （注）      744 770 △ 26

引取時預託 （注）        59 69 △ 10

運用収入 5.0 2.5 2.5

収入 

(A) 

収入合計 962 993 △ 31

払渡 54 78 △ 24

輸出返還 0.2 2.0 △ 1.8
支出 

(B) 
支出合計 54 80 △ 26

前期末入金額(C) 52 47 4

前期未運用額(D)      0.37 0.00 0.37

今期末入金額(E) 45 45 0

今期運用可能額(A)-(B)+(C)+(D)-(E) 914 915 △ 1

 

   （注）継続検査時等及び引取時において預託された額は、同時に入金されるため、その内数につ 

いては、総額をそれぞれの預託台数で按分して算出。 

 

【今期入金額】 

再資源化預託金等が預託されてから資金管理法人の口座に入金されるまでにはタ

イムラグがあるため、平成１７年度第２四半期（平成１７年７月から９月まで）に預託され

た額は 931 億円である一方、今期に当該口座に入金された額は運用収入と合わせて

962億円であった。 

 

【今期運用可能額】 

再資源化預託金等の債券による運用は資金管理法人の口座に入金されてから可能

となり、平成１７年度第２四半期の運用可能額は、今期入金額・前期末入金額・前期未

運用額（前期運用可能額のうち前期中に債券による運用を行わなかった額）の合計額

から再資源化預託金等の払渡額・輸出返還額・今期末入金額の合計額を控除した 914

億円であった。 

 



 2

２．平成１７年度第２四半期再資源化預託金等債券運用実績 

（１）債券運用額 

平成１７年度第２四半期における債券取得価額の総額は 914 億円、債券を取得する

際に支払った経過利息（注）は 2.10 億円及び未運用額（今期運用可能額のうち今期中に

債券による運用を行わなかった額）は0.28億円であった。 

 

（単位：億円） 

運用可能額 914

債券取得価額 912

経過利息 2.10 

未運用額 0.28

 

（注）経過利息 

利付債券を売買するとき、債券の買い手は前回利払日の翌日から受渡日までの日数（経過日

数）について日割計算された利息相当分を債券の売り手に支払う。この利息相当分を経過利息とい

う。 

 

（２）債券取得内訳 

平成１７年度第２四半期に取得した債券の種別毎の内訳及び年限毎の内訳は下記

のとおり。 

（単位：億円） 

債券種別 取得価額 取得比率  

国債 696 76.3% 

年限 

(受渡日基準) 
取得価額 取得比率

政府保証債 78 8.5% ２年 89 9.8%

地方債 52 5.7% ３年 14 1.5%

社債 63 6.9% ４年 119 13.0%

財投機関債 16 1.8% ５年 144 15.8%

金融債 7 0.8% ６年 37 4.1%

計 912 100.0% ７年 109 11.9%

８年 95 10.4%

９年 101 11.0%

１０年 205 22.4%

計 912 100.0%
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◎年限毎の取得比率について 

前年度末における２年から１０年までの各年限の保有債券が、当年度末において

はそれぞれ１年から９年までの各年限に移行する。そこで、当年度末において２年

から１０年までの各年限の債券を均等に保有するラダー型の資産構成を達成するた

めには、当年度においては当年度末に年限が１０年となる債券の取得比率が高くな

り（別添イメージ図参照）、また、当年度末までの経過期間を考慮して各年限の債券

を取得することとなる。 

 

３．平成１７年度第２四半期末の資産構成の評価 

平成１７年度第２四半期末における償却原価法による償却後の保有債券簿価残高

（平成１６年度から平成１７年度第２四半期までに取得した債券の累計）は下記のとおり。

（１）ラダー型の資産構成（２）市場における種別構成比に準じた資産構成ともに概ね平

成１７年度再資源化預託金等運用計画における平成１７年度末の資産構成目標に沿っ

た構成比となっている。 

 

（１）ラダー型の資産構成 

平成１７年度第２四半期末保有債券年限別構成比実績 

構成比 
年限 

(平成17年度末基準) 

保有債券 

簿価残高 

(円) 
実績(a) 

平成17年度末 

目標(b) 
(a) - (b) 

１年 2,923,686,160 － － － 

２年 24,037,025,057 11.1% 11.1% 0.0 

３年 24,085,814,294 11.1% 11.1% 0.0 

４年 24,074,882,081 11.1% 11.1% 0.0 

５年 24,065,059,088 11.1% 11.1% 0.0 

６年 24,061,759,952 11.1% 11.1% 0.0 

７年 24,092,629,761 11.1% 11.1% 0.0 

８年 24,069,404,062 11.1% 11.1% 0.0 

９年 24,091,959,432 11.1% 11.1% 0.0 

１０年 24,157,599,426 11.1% 11.1% 0.0 

計 219,659,819,313 100.0% 100.0%   
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（２）市場における種別構成比に準じた資産構成 

平成１７年度第２四半期末保有債券種別構成比実績 

構成比 

債券種別 

保有債券 

簿価残高 

(円) 
実績(a) 

平成17年度末

目標(b) 
(a) - (b) 

国債 170,899,042,901 77.8% 77.8% 0.0

政府保証債 17,974,926,898 8.2% 8.1% 0.1

地方債 12,285,540,099 5.6% 5.6%  0.0

社債 13,789,236,730 6.3% 6.2% 0.1

財投機関債 3,308,164,437 1.5% 1.5% 0.0

金融債 1,402,908,248 0.6% 0.8% △ 0.2

計 219,659,819,313 100.0% 100.0%  

 

（※）償却原価法について 

      債券を額面より高い価額で取得した場合には、償還時に額面と取得価額の差額

相当分の償還差損が発生し、額面より低い価額で取得した場合には、償還時に額

面と取得価額の差額相当分の償還差益が発生する。償却原価法とは、この差損益

の計上に際して、償還時に一度に計上しないで、償還日までの期間に応じて均等

に償却する方法。 

 

４．平成１７年度第２四半期の運用成果の評価 

平成１７年度末にラダー型の資産構成及び市場における種別構成比に準じた資産構

成を達成することを目標に運用した結果、平成１７年度第２四半期に取得した債券の実

績最終利回りは０．８１％となっており、概ね市場の金利を踏まえたものとなっている。 

 

◎実績最終利回り 

平成１７年度第２四半期に取得したそれぞれの債券の最終利回り（単利）（注）をそれ

ぞれの取得価額で加重平均したもの。 

◎評価指標利回り 

平成１７年度第２四半期の市場における日々の１０年利付き国債の２年から１０年

までの各年限の最終利回り（単利）（出所：ＱＵＩＣＫ）を、今期における各年限の債券

の取得比率実績（２．参照）により加重平均したもの。 

 

 

実績最終利回り(a) 評価指標利回り(b) (a) - (b) 

０．８１％ ０．７６％ ０．０５ 
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（参考）平成１７年度第２四半期の市場における日々の１０年利付き国債の残存年

数別最終利回り（単利）の単純平均値 

2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 

0.11% 0.25% 0.41% 0.56% 0.73% 0.90% 1.06% 1.19% 1.36% 

 

（注）最終利回り（単利）の計算式 

   額面－取得価額    

 
年利息 ＋

残存年数  最終利回り（単利） 

（年当たり） 
＝ 

取得価額 
× １００（％）

（※）最終利回り（単利）とは、債券取得時点から償還までに受け取る利息と債券の取得

価額が額面を上回っている場合又は下回っている場合の償還損益の合計額が、１年

当たりで取得価額に対してどれだけの割合になるかを表したもの。 

以上 


